
１.事業の概要

☆

☆

※

※

50%

公費50％（国＋県）
保険税50％

医療給付費（療養給付費、療養
費、高額療養費等）・後期高齢者
医療等への拠出・介護納付金の拠
出

前期高齢者交付金・・・65歳～
74歳の高齢者の偏在による保険者
間の負担の不均衡を調整するため
に被用者保険等から受ける交付
金。高齢者が多い国民健康保険の
負担を軽減する制度。

保健事業（特定健診等、人間ドッ
ク助成、がん検診助成）

基盤安定繰入金

①

③ 人件費・事務費 一般会計からの繰入金

②

１０．国民健康保険事業特別会計決算の状況

国民健康保険事業特別会計の仕組み

国民健康保険制度は、国民皆保険の基盤をなす制度として重要な役割を果たしているが、高
齢化の進展などによる医療費の上昇や、加入者には所得の低い方が多いといった事情などに
より、厳しい運営状況となっている。
平成27年5月に「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正
する法律」が成立し、国民健康保険に対する国の財政支援が拡充されるとともに、平成30年度
からは、県と市町が一体となって国民健康保険の財政運営の安定化、事務の標準化・広域化・
効率化を推進する制度改革が行われることとなった。

主な歳出（事業費） 主な歳入（財源）

保険税

県支出金(9%)

50%

【会計の仕組み簡略図】

医療給付費等 医療給付費の半分は被保険者（加
入者）から集めた保険税で、残り
半分は国県の支出金でまかなって
いる。

（医療費から本人の窓口負担額を除いた金額）

保険税
(医療給付費分)

国庫支出金
(41%) 　

前期高齢者
交付金

上記の事業費や財源に加えて、県
内の市町間の保険料の平準化と財
政の安定化を図るための「共同事
業」にかかる歳入（交付金）歳出
（拠出金）が計上されている。

基盤安定繰入金・・・５．一般会
計繰入金の状況※1参照
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２.被保険者数の状況

☆ 被保険者数については、少子高齢化等により年々減少している。
☆ 退職被保険者は、経過措置終了により平成31年度末で対象者がいなくなる。

【被保険者数推移（4月～3月平均）】

〈用語解説〉

　医療給付費は、退職被保険者にかかる保険税と各被用者保険が社会保険診療報酬支払基金へ拠出す
る拠出金で賄う。本人の窓口負担金は一般の国保と同じ負担割合である。

　医療制度改革により、平成２０年３月末で退職者医療制度は廃止されたが、経過措置として対象者
を７５歳未満から６５歳未満に縮小し、平成26年度までの間において、要件を満たした人を対象に制
度が存続される。

　昭和５９年１０月より施行され、医療保険制度間における負担の公平を図るための措置として、基
本的には退職により被用者保険から国保へ移行した人のうち、年金受給権者で20年以上の加入期間が
ある人を対象とする。

退職（退職者医療制度） 
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３.決算規模と決算収支

☆

☆ 歳出減の主な要因は、給付費の減及び、国庫負担金の翌年度償還額の減による。
☆ 被保険者数の減少により、収納額は減少している。

【決算規模と収支の状況】

【実質収支額の推移】

　【収納率の推移（収納率、収納額の算出には還付未済額を含まず）】

平成28年度決算規模は、歳入20,637,787千円、歳出19,633,059千円となっており、歳入は前年
度とほぼ同じ、歳出は微減となった。

増減率(％)

（Ａ）

20,637,787

20,492,950

144,837

歳入歳出
差引額

歳入決算額

平成28年度
平成27年度

0.71

歳出決算額

（Ｂ）

19,633,059

20,122,633

△ 489,574

△ 2.43

634,411

370,317

1,004,728

（Ｃ）=（Ａ）-（Ｂ）

実質収支額

（Ｅ）=（Ｃ）+（Ｄ）

889,510

479,600

409,910

翌年度精算額

（Ｄ）

△ 115,218

109,283

△ 224,501増減

△ 646,282 
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（単位：千円） 
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【収納率向上対策について】
 平成28年度の対応について

① 徴収体制の強化
・ 呼びかけセンターの活用
・ 徴収経験豊富な職員によるOJTの強化
・ 滞納整理に関する研修への積極的な参加
・

② 滞納者との交渉
・

・ 延滞金の徴収についての説明を徹底し、早期完納を促進
・ 納付折衝の資料となる財産調査件数の増加
・
・ 高額療養給付、出産一時金等の滞納額への充当

③ 納税環境の整備
・ 国保新規加入者への保険税の納付については、原則口座振替での納付を実施

（ペイジー導入により、加入と同時に口座振替手続きが簡易となり申込件数増加中）
・ クレジット収納開始による納税環境の改善

④ 財産調査・滞納処分
・ 「納付できるのに納付しない滞納者」に対する滞納処分
・

・ 高額滞納の場合は現年度のみでも滞納処分を実施
・ 「納付したいが納付できない滞納者」「所在不明者の調査」に対する滞納処分の執行停

止の実施

市税収納課、債権回収課との連携強化を図り、困難事案の解決などへ向けての指導、情
報収集を強化

窓口等でのきめ細かな対応（滞納となった理由、現在の生活収支等の事情聴取を丁寧に
行い、適正な分納誓約額の設定及び確実な誓約履行の徹底、生活困窮者自立支援制度の
説明）

滞納処分については、不動産や預金だけではなく、生命保険等の他の債権についても積
極的に執行

分納誓約不履行者への不履行通知送付による再相談の勧奨及び滞納処分の実施
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　４．歳入歳出決算の状況

（歳入）
区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％
1 国民健康保険税 3,702,464 17.9 3,838,031 18.7 △ 135,567 △ 3.5
2 使用料及び手数料 1,791 0.0 1,736 0.0 55 3.2
3 国庫支出金 3,734,078 18.1 3,445,604 16.8 288,474 8.4
4 療養給付費交付金 401,398 1.9 519,961 2.5 △ 118,563 △ 22.8
5 前期高齢者交付金 5,605,530 27.2 5,670,290 27.7 △ 64,760 △ 1.1
6 県支出金 876,757 4.2 817,017 4.0 59,740 7.3
7 共同事業交付金 4,442,004 21.5 4,211,501 20.6 230,503 5.5
8 繰入金 1,454,667 7.0 1,485,041 7.2 △ 30,374 △ 2.0
9 繰越金 370,317 1.8 436,749 2.1 △ 66,432 △ 15.2

10 諸収入 48,781 0.2 67,020 0.3 △ 18,239 △ 27.2
　　　　歳入合計 20,637,787 100.0 20,492,950 100.0 144,837 0.7
（歳出）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率
科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％
1 総務費 256,190 1.3 277,587 1.4 △ 21,397 △ 7.7
2 保険給付費 11,887,312 60.5 12,169,680 60.5 △ 282,368 △ 2.3
3 後期高齢者支援金等 2,073,652 10.6 2,174,436 10.8 △ 100,784 △ 4.6
4 前期高齢者納付金等 1,504 0.0 1,488 0.0 16 1.1
5 老人保健拠出金 62 0.0 79 0.0 △ 17 △ 21.5
6 介護納付金 746,016 3.8 738,132 3.7 7,884 1.1
7 共同事業拠出金 4,501,604 22.9 4,414,902 21.9 86,702 2.0
8 保健事業費 153,835 0.8 155,475 0.8 △ 1,640 △ 1.1
9 諸支出金 12,884 0.1 190,854 0.9 △ 177,970 △ 93.2

10 前年度繰上充用金 0 0.0 0 0.0 0 0.0
　　　　歳出合計 19,633,059 100.0 20,122,633 100.0 △ 489,574 △ 2.4

【歳入・歳出の構成状況】

（単位：千円、％）

端数処理を行っているため、各科目の数値の積み上げが合計欄の数値と一致しないことがある。
以下の表においても同じ。
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　５．一般会計繰入金の状況

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

繰入項目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％
1 保険基盤安定制度に係るもの(※1) 879,995 60.5 888,138 59.8 △ 8,143 △ 0.9
2 国保財政安定化支援事業に係るもの(※2) 43,624 3.0 45,368 3.1 △ 1,744 △ 3.8
3 人件費等に係るもの 254,414 17.5 271,981 18.3 △ 17,567 △ 6.5
4 出産育児一時金に係るもの 28,829 2.0 31,317 2.1 △ 2,488 △ 7.9
5 その他財源補てん的なもの 247,805 17.0 248,236 16.7 △ 431 △ 0.2
　　　　歳入合計合　　　　　　　　　　　計 1,454,667 100.0 1,485,041 100.0 △ 30,373 △ 2.0

※１　保険基盤安定制度

　・保険税軽減分　軽減割合・・・均等割・平等割の7割、5割、2割のいずれかの割合
　　　　　　　　　負担割合・・・県3/4、市1/4
　・保険者支援分　保険税軽減対象者数に補助率をかけて算出した額
　 　　　　　　　  負担割合・・・国1/2、県1/4、市1/4

※２　国保財政安定化支援事業

【一般会計繰入金の状況】

（単位：千円、％）

　 国民健康保険事業の基盤安定を図るための補助を国、県、市で行う制度。なお、平成15年度より中間所
得者層を中心に被保険者の保険税負担を緩和するため、保険者支援分が拡充、制度化された。

〔その他財源補てん的な繰入について〕
平成25、26年度の税率設定にあたり、平成24年度末の収支は約12億円の赤字が見込まれ、その赤字解消と
ともに、税率の急上昇を抑制するために、平成24～26年度については、4.2億円ずつ、平成27～28年度は
2.4億円ずつ計17.4億円の繰入れを行った。

　保険者の責に帰すことができない特別の事情に基づき一定範囲内で支援するもの。具体的には、①低所
得者が多い、②高齢者が多い、③病床数が多いことにより給付費がかさんでいる団体に対して、繰入によ
る支援を行う。当市の国保については②高齢者が多いということに対して繰入がされている。近年は概ね
「①：②：③＝50：40：10」で配分されていたが、平成27年度からは「①：②：③＝70：25：5」の
配分になっている。
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６．各事業の実施状況

★給付費の状況

　【一般被保険者】

　【退職被保険者】

※一人当たりの給付費は、各年度の決算額を3月ー2月平均の被保険者数で除したもの。

  平成28年度の給付費については、一般被保険者は1人あたり給付費は増加したが、被保険者数の減少が大きい
ため、給付費全体としては減少している。（退職被保険者については制度廃止による対象者の減少に伴う減）
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【給付費の増減（一般被保険者分）】 (単位 : 千円)

平成25年度

　 前年度比 　 前年度比 　 前年度比

9,714,235 9,808,972 0.98％ 10,065,390 2.61％ 9,962,004 △ 1.03％

182,047 169,215 △ 7.05％ 167,885 △ 0.79％ 151,816 △ 9.57％

1,183,452 1,209,356 2.19％ 1,310,905 8.40％ 1,391,938 6.18％

11,079,734 11,187,543 0.97％ 11,544,180 3.19％ 11,505,758 △ 0.33％

※この表での給付費は月報値を計上

【１人あたり給付費（月報）の推移（一般被保険者分）】 　

　 前年度比 　 前年度比

116,157 114,129 △ 1.75％ 107,087 △ 6.17％

4,667,130 4,883,362 4.63％ 4,753,298 △ 2.66％

40,179 42,788 6.49％ 44,387 3.74％

102,799 104,204 1.37％ 106,530 2.23％

2,911,584 3,072,136 5.51％ 3,103,120 1.01％

28,323 29,482 4.09％ 29,129 △ 1.20％

234,646 228,622 △ 2.57％ 215,377 △ 5.79％

3,454,195 3,423,651 △ 0.88％ 3,536,416 3.29％

14,721 14,975 1.73％ 16,420 9.65％

12,094 11,062 △ 8.53％ 10,038 △ 9.26％

154,635 165,031 6.72％ 112,923 △ 31.57％

12,786 14,919 16.68％ 11,250 △ 24.59％

465,696 458,017 △ 1.65％ 439,032 △ 4.15％

11,187,545 11,544,181 3.19％ 11,505,758 △ 0.33％

24,023 25,205 4.92％ 26,207 3.98％

※この表での給付費には療給費、療養費、高額療養費を計上

★出産育児一時金の給付

　 平成27年1月1日以降の出産・・・404千円、産科医療保障制度対象分については、１件あたり16千円加算。
　 25年度は増加したが、それ以降は減少傾向にある。

種    別
平成26年度 平成27年度 平成28年度

療養給付費

療養費

高額療養費

合計

65歳～69歳

一人あたり給付費（円）

  次に、保険税率を設定する際の基本となる一般被保険者分の給付費について、年次的な推移を見てみる。

年齢
平成27年度

平成26年度被保険者数・給付費額

のべ被保険者数（人）

給付費額（千円）

一人あたり給付費（円）

のべ被保険者数（人）

給付費額（千円）

平成28年度

70歳
以上

小学生～64歳

乳児・未就学児

合計

のべ被保険者数（人）

給付費額（千円）

一人あたり給付費（円）

のべ被保険者数（人）

給付費額（千円）

一人あたり給付費（円）

のべ被保険者数（人）

給付費額（千円）

一人あたり給付費（円）

   平成21年10月1日～平成26年12月31日の出産・・・390千円、産科医療補償制度対象分については、１件あたり
30千円加算。
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★葬祭費の給付

★医療費の通知

   健康および医療にかかるコストへの認識を深めてもらうため、各被保険者にかかる医療費を通知している。

★人間ドック受診費用にかかる一部助成の実施件数

　平成26年度は、年6回12ヶ月分を通知するように変更したため、件数が増えている。（平成25年度以前は、年
6回6ヶ月分を通知していたもの）その後は以前と同じく減少傾向にある。

   支給額は、１件当たり50千円。

   かかった費用の7割を助成、上限額は24千円（平成26年度までは23千円）。
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★がん検診（無料）の受診件数

（単位：件）

保健センター以外 保健センター 計 保健センター以外 保健センター 計

3,264 1,130 4,394 2,878 1,061 3,939 △ 10.36％

1,845 641 2,486 1,680 590 2,270 △ 8.69％

740 740 610 610 △ 17.57％

532 453 985 491 398 889 △ 9.75％

2,771 639 3,410 2,605 632 3,237 △ 5.07％

8,412 3,603 12,015 7,654 3,291 10,945 △ 8.91％

★特定健診・特定保健指導の実施状況

　【特定健診　受診率・受診者数　目標値及び実績値(法定報告値)】

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
（平成29年6月現在）

60.0 65.0 40.0 45.0 50.0 55.0
33.6 33.0 33.6 33.7 35.0 34.2

17,405 18,848 11,572 12,894 13,790 14,384
9,734 9,561 9,729 9,650 9,653 8,956

29,009 28,997 28,929 28,654 27,580 26,152

　【特定保健指導　利用率・利用者数　目標値及び実績値(法定報告値）】
平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

45.0 45.0 40.0 45.0 50.0
23.8 25.5 24.9 25.6 26.9
481 450 395 441 512
254 255 246 251 275

1,069 999 988 979 1,023
11.0 10.4 10.2 10.1 10.6

前年度比
平成27年度 平成28年度

利 用 率 目 標 値 （ ％ ）
利 用 率 実 績 値 （ ％ ）
利 用 者 数 目 標 値 ( 人 )
利 用 者 数 実 績 値 ( 人 )

対象者数/特定健診受診者数（％）

対 象 者 数 ( 人 )

受 診 率 実 績 値 ( ％ )
受 診 者 数 目 標 値 ( 人 )

肺がん検診
（40歳～69歳）

対 象 者 数 ( 人 )

受 診 率 目 標 値 ( ％ )

受 診 者 数 実 績 値 ( 人 )

胃がん
（40歳～69歳）

※平成23年度から24年度の目標値は特定健康診査等第１期実施計画によるもの。平成25年度からの目標
値は第２期計画にもとづき見直したもの。

※平成28年度の実績については未定（平成29年9月利用分まで実績に含まれるため。平成29年11月に
確定する）。
※市保健センターで特定健診の結果返却時に初回面接を同時実施するなど利用率の向上に努めているが、
目標値を下回っている。

子宮頸がん
（40歳～69歳の女性）

前立腺がん
（50歳～74歳の男性）

大腸がん
（40歳～69歳）

   平成24年度より、特定健診の受診率向上を目的として、国民健康保険加入者を対象に下表のがん検診を無料
化した。平成28年度は、前年度比で8.91%減少した。

   平成20年度から40歳以上の被保険者を対象とする特定健康診査・特定保健指導が医療保険者に義務づけられ
た。内臓肥満に着目した健診及び保健指導を実施し、生活習慣病のリスク要因の減少を図り、その生活習慣病に
起因する医療費の減少を目的としている。
　平成28年度は、医療機関での受診啓発や、未受診者への電話及び勧奨ハガキの送付、阪急バスでの車内アナ
ウンスを引き続き実施した。また、特定健診の啓発チラシの市内全戸配布や、健診等の受診者に健幸マイレージ
のポイント付与などを行った。また、地域での体育祭や親子イベントでの出張健診を開催し受診率の向上を目指し
たが、平成25年度以降上昇傾向にあった受診率が、平成29年6月時点で前年度比0.8ポイント減となっている。

合計
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★ジェネリック医薬品利用実態

　【ジェネリック医薬品利用率】（調剤月４月から翌年３月までの平均値）

　※利用率は、ジェネリック医薬品が存在する薬のみの場合。（平成25年度平均からのみデータ保有）
　※医薬品数は調剤レセプトをもとに作成。
　※上記データは、兵庫県国民健康保険団体連合会が作成する「保険者別医薬品利用実態」のデータより抜粋。

【その他の保健事業・医療費適正化事業の取組みについて】

（１）平成28年度の対応について

　① お薬手帳の利用促進啓発ポスターの車内広告
　能勢電鉄・阪急バスの中吊り広告

② 柔道整復レセプト点検（平成25年度から継続実施）

③ データヘルス計画の実施

④ 第三者求償の取組み
　医療機関の待合スペースのテレビ画面に第三者行為届出勧奨文をスライド方式で掲示
　実施医療機関：市立川西病院・協立病院

　また、保険証やお薬手帳などに貼れる、ジェネリック医薬品希望シールを、新規加入者の保険証送付時や限度
額適用認定証の年次更新時に同封し啓発を行った。
　平成28年度のジェネリック医薬品の利用率は平均61.9％（調剤月H28年4月からH29年3月）で、平成27年度平均
の55.9％を6ポイント上回っている。

　国保データベースシステムを活用して、健診の状況や医療機関の受診状況などを分析。糖尿病性腎症重
症化予防、脂質異常症重症化予防を実施

　平成23年度より年3回で実施していたジェネリック医薬品差額通知を、平成28年度より年6回に送付回数を増やし
実施。1回当たり約1,900件を偶数月に送付した。

年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

柔道整復件数 24,597 24,291 23,163 21,996 20,187

柔道整復療養費（費用額） 225,786千円 213,614千円 188,366千円 174,781千円 155,194千円

46.3% 

53.6% 
55.9% 

61.9% 

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 

ジェネリック医薬品利用率 
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７．経営状況の分析

　　　後期高齢者支援金分、介護納付金分に分類し、現在の経営状況を分析する。

(1)一般被保険者分

【 一般被保険者分歳入歳出決算の状況】
（歳入）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 国民健康保険税 2,397,349 13.7 2,457,806 14.3 △ 60,457 △ 2.5

2 国・県支出金、交付金等 13,512,323 77.3 13,037,145 75.9 475,178 3.6

3 繰入金、その他 1,573,979 9.0 1,689,569 9.8 △ 115,590 △ 6.8

　　　　歳入合計 17,483,651 100.0 17,184,520 100.0 299,131 1.7

（歳出）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 総務費 256,190 1.5 277,587 1.7 △ 21,397 △ 7.7

2 保険給付費、拠出金等 16,264,158 98.4 16,244,137 97.2 20,021 0.1

3 償還金、その他 12,547 0.1 190,628 1.1 △ 178,081 △ 93.4

　　　　歳出合計 16,532,895 100.0 16,712,352 100.0 △ 179,457 △ 1.1

（収支）

950,756 472,168

現年分精算② △ 85,191 27,933

(退職切替精算)　ａ △ 1,745 △ 7,438

計 △ 86,936 20,495

865,565 500,101

(2)退職被保険者分

【 退職被保険者分歳入歳出決算の状況】
（歳入）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 国民健康保険税 92,419 29.6 147,246 34.1 △ 54,827 △ 37.2

2 療養給付費等交付金 216,043 69.2 282,170 65.4 △ 66,127 △ 23.4

3 その他 3,648 1.2 1,788 0.4 1,860 104.0

　　　　歳入合計 312,110 100.0 431,204 100.0 △ 119,094 △ 27.6

（歳出）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 保険給付費 280,159 99.9 497,486 100.0 △ 217,327 △ 43.7

2 その他 337 0.1 227 0.0 110 48.5

　　　　歳出合計 280,496 100.0 497,713 100.0 △ 217,217 △ 43.6

（収支）

31,614 △ 66,509

現年分精算② △ 29,740 70,349

(退職切替精算)　ｂ 1,458 18,439

計 △ 28,282 88,788

1,874 3,840

1,874 3,840

0 0

　☆　「４．歳入歳出決算の状況」で国民健康保険事業全体の状況を示したが、ここでは、一般被保険者分、退職被保険者分、

現年分精算後の収支①＋②

国庫
精算

（単位：千円、％）

一般被保険者分収支①

一般被保険者分の形式収支は、950,756千円の黒字であるが、国庫負担金等の現年度分の精算分（現年精算）と
して85,191千円が翌年度の返還金となるため、現年分精算後の収支は、865,565千円の黒字である。

療養給付費交付金介護調整分④

現年分精算後の収支③－④

（単位：千円、％）

退職被保険者分収支①

交付
金精
算

現年分精算後の収支③＝①＋②

退職被保険者分の形式収支は、31,614千円の黒字であるが、退職者医療制度は退職被保険者介護分の調整金額を
除き、収支が０になるように翌年度で精算する仕組みになっている。H28年度の現年分精算後の収支も、Ｈ29年度
で29,740千円を返還(調整)することなどから、収支０になる。
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(3)後期高齢者支援金分

【 後期高齢者支援金分歳入歳出決算の状況】
（歳入）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 国民健康保険税 903,771 43.2 912,155 42.4 △ 8,384 △ 0.9

2 国・県支出金 966,834 46.2 1,011,795 47.1 △ 44,961 △ 4.4

3 繰入金 223,591 10.7 225,655 10.5 △ 2,064 △ 0.9

歳入合計 2,094,196 100.0 2,149,605 100.0 △ 55,409 △ 2.6

（歳出）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 後期高齢者支援金等 2,073,652 100.0 2,174,436 100.0 △ 100,784 △ 4.6

2 その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　　　　歳出合計 2,073,652 100.0 2,174,436 100.0 △ 100,784 △ 4.6

20,544 △ 24,831

(4)介護納付金分

【 介護納付金分歳入歳出決算の状況】
（歳入）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 国民健康保険税 308,924 41.3 320,824 44.1 △ 11,900 △ 3.7

2 国・県支出金 364,566 48.7 333,263 45.8 31,303 9.4

3 繰入金 74,340 9.9 73,534 10.1 806 1.1

歳入合計 747,830 100.0 727,621 100.0 20,209 2.8

（歳出）

区分 Ｈ28決算額 構成比 Ｈ27決算額 構成比 増減額 増減率

科目 (A) ％ (B) ％ (A)－(B) ％

1 介護納付金 746,016 100.0 738,132 100.0 7,884 1.1

2 その他 0 0.0 0 0.0 0 0.0

　　　　歳出合計 746,016 100.0 738,132 100.0 7,884 1.1

1,814 △ 10,511

1,874 3,840

3,688 △ 6,671

（単位：千円、％）

介護分収支①

療養給付費交付金介護調整分②

現年分精算後の収支①＋②

介護納付金分は、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額 1,814千円に療養給付費交付金介護調整分を加えた
3,688千円が実質収支となる。

（単位：千円、％）

   後期高齢者支援金分は、歳入決算額から歳出決算額を差し引いた額　20,544千円が実質収支となる。

後期高齢者支援金分収支①
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(5)平成28年度の単年度実質収支

【 実質収支の状況】 （単位：千円）

Ｈ28決算額 Ｈ27決算額

865,565 500,101

0 0

後期高齢者支援金分収支 20,544 △ 24,831

3,688 △ 6,671

合計① 889,797 468,599

退職切替精算(ａ+ｂ)②　　　　　※ △ 287 11,001

実質収支①＋② 889,510 479,600

※　ａ=【一般被保険者分歳入歳出決算の状況】国庫精算、（退職切替精算）より

　 　b=【退職被保険者分歳入歳出決算の状況】交付金精算、（退職切替精算）より

8．今後の方向性、見通し

◎データヘルス計画などに基づいた保健事業の推進

◎保険税収入の確保

平成28年度単年度実質収支

退職被保険者分収支

介護納付金分収支

川西市の国民健康保険事業特別会計については、平成25年度に実施した税率改定と一般会計からの繰入によっ
て、平成26年度末には黒字となった。しかし、平成26年度に行った収支見込において平成27年度以降の医療費の
伸びを推計したところ、平成28年度には2.7億円の赤字が見込まれたため、平成27年度に一人当たり調定額平均で
3.19％の税率改定を実施した。平成28年度に行った収支見込において、平成29年度末に黒字が見込まれたことか
ら、平成29年度の税率改定は見送った。

平成30年度からは国民健康保険制度が県との共同運営になるが、国保制度改革前の最終年度として平成29年度末
の収支均衡は保たなければならない。ついては、次の点に注意して取り組んでいくこととする。

409,910

　また、平成30年度以降については、国保制度改革の正確な情報収集に努め、適正な国民健康保険事業特別会計の
運営を行っていく。

一般被保険者分収支

　７．(1)～(4)の現年分精算後の収支の合計は、889,797千円になる。これに、一般被保険者から退職被保険者へ
の切替等によって生じる、国費の返還額、交付金の追加額を加えた889,510千円を実質収支（※）とする。Ｈ28年
度実質収支額とＨ27年度実質収支額との差額がＨ28年度1年間の収支（単年度実質収支）であり、409,910千円
の黒字である。
　
※一般被保険者から退職被保険者に変更すると、その給付費から保険税を差し引いた額が療養給付費等交付金として
交付される。それに対して一般被保険者分として算定されていた国費（給付費の32％～34％）の返還が生じる。追
加される交付金が国費の返還額を下回るため、退職被保険者への切替は、赤字要素となる。
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１．事業の概要

（財源の構成）

２．決算規模と決算収支

決算額と収支の状況

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ）＝（Ａ）-（Ｂ） （Ｄ）
平成２８年度
平成２７年度
増減
増減率（％）

歳入歳出決算の状況
（歳入）

（Ａ） ％ （Ｂ） ％
１ 財産収入
２ 一般会計繰入金
３ 基金繰入金
４ 市債
５ 繰越金

（歳出）

（Ａ） ％ （Ｂ） ％
１ 用地先行取得費
２ 基金積立金
３ 公債費（元金）
４ 公債費（利子） △ 43,542

△ 2,097,749歳出合計 100.00 3,809,118 100.00
2.96 94,128 2.4750,586

1,711,369

0.00 1,252,370 32.88
50.94 2,384,256 62.59

0
871,716

△ 1,252,370
△ 1,512,540

△ 15
△ 2,097,766

構成比 Ｈ２７決算額 構成比

46.11 78,364 2.06

Ｈ２８決算額

789,067

増減額

（Ａ）-（Ｂ）
710,703

（単位：千円）

0.00 98 0.00
歳入合計 100.00 3,809,201 100.00

83
1,711,435

20.00 480,453 12.61
44.56 345,000 9.06

342,362
762,700

△ 138,091
417,700

10.78 2,141,935 56.23
24.64 841,715 22.10

184,527
421,763

△ 1,957,408
△ 419,952

△ 55.07 △ 55.07 - - -

構成比 Ｈ２７決算額 構成比Ｈ２８決算額 増減額

（Ａ）-（Ｂ）

（単位：千円）

66 66 0
3,809,201 3,809,118 83 83 0

△ 2,097,766 △ 2,097,749 △ 17 △ 17 0

1,711,435 1,711,369

１４．用地先行取得事業特別会計決算の状況

土地開発公社経営健全化の推進と用地先行取得方法の集約化を目的として、平成１７年度より同特別会
計を設置している。

平成２８年度は、豊川橋山手線新設改良事業等の用地先行取得及び物件移転補償を行った。また、川西
市都市整備公社保有地の一部を購入した。

また、一般会計へ市道４４号道路改良事業及び都市計画道路矢問畦野線整備事業等の用地売却を行っ
た。

歳     入 歳     出

市 債 用地先行 取得費

（単位：千円）

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき額 実質収支額

（Ｅ）＝（Ｃ）-（Ｄ）

財産収入
基金積立金

公  債  費基 金 繰 入 金

一般会計繰入金

　平成２８年度決算規模は、歳入は１７億１，１４３万５千円、歳出は１７億１，１３６万９千円となった。
歳入については、市道４４号道路改良事業等、１４筆 ５，９１２．２２㎡ を売却した１億４，９４７万９千円と

土地貸付の収入３，５０４万８千円を合わせた１億８，４５２万７千円が財産収入であり、他は繰入金と市債に
よる。

歳出については、公債費が元金・利子合わせて９億２，２３０万２千円であり、他に川西市都市整備公社保
有地や豊川橋山手線新設改良事業用地などの購入を７億８，９０６万７千円で行った。

区

科

科目 

区分 

区

科

科目 

区分 

年度 

区分 

・公債費（市債の債還）については、財産収入 （先行取得し

た用地の売却収入や貸付収入）、売却収入を積立てた基

金からの繰入金及び一般会計からの繰入金を財源とする。 

・市債を財源に用地の取得を行う。 
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取得用地の状況

用地先行取得実績
.

地方債残高

増 減
用地先行取得等事業債

３．平成２８年度事業実績

歳入（売却）

歳入（貸付）

① 栄根２丁目202番2 の一部

② 栄根２丁目202番2 の一部

③ 中央町274番２外10筆

④ 中央町1番13

⑤ 錦松台98番外9筆の一部

⑥ 中央町78番17

歳出（用地取得）

４．今後の方向性、見通し

市道284号道路改良事業 石道字家ノ垣内177番1の内 15.50 626

西畦野2丁目331番の内外1筆 41.43 7,016市道５２号道路改良事業
市道４３号道路改良事業 火打1丁目298番3の内 30.36 4,779

合　　　　　　　計 3,195.73 789,067

市では、土地開発公社の健全化に向け、兵庫県知事の指定を受けて平成25～29年度を期間とする土地
開発公社第3次経営健全化計画に取り組んでいる。

用地先行取得事業特別会計においては、同計画に基づき、平成26年度から公社保有地の買い戻しを進
め、平成29年度末までに、公社所有債務保証対象土地であって保有期間が5年以上である土地の簿価を標
準財政規模の10％以下にすることとしている。
　また、買い戻した土地については、売却を含めて有効活用を図っていく。

郷土館隣接駐車場整備事業 下財町5番1外1筆 473.85 26,157
川西市都市整備公社保有地取得 火打1丁目28番4外8筆 2,149.79 634,986

市道１２号道路改良事業 見野2丁目48番3の内外3筆 186.53 17,746

事業名 物件所在地 面積（㎡） 金額（千円） 備　　考
豊川橋山手線新設改良事業 美園町625番3の内外13筆 298.27 97,757

合　　　　計 6,125.67 35,048

2,229.09 2,616
15.99 89

3,135.11 29,020
478.38 2,712

89.62 205
177.48 406

合　　　　　　　計 5,912.22 149,479

物件所在地 面積（㎡） 金額（千円） 備　　考

都市計画道路矢問畦野線整備事業 西畦野字丸山７番３外７筆 5,281.34 48,667

市道８６７号道路改良事業 東畦野１丁目３８９番４ 65.24 2,843
豊川橋山手線新設改良事業 絹延町２５番２ 96.95 20,440

事業名 物件所在地 面積（㎡） 金額（千円）
市道４４号道路改良事業 火打２丁目１８１番２外３筆 468.69 77,529

Ｈ２８実績

（単位：㎡、筆）

33 687.77 8

備　　考

Ｈ２７年度末 Ｈ２８年度末

3,363,436 762,700 △ 871,716 3,254,420

3,195.73

増減額
△ 109,016

決算年度中

（単位：千円）

筆数 Ｈ２７実績 筆数
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